別紙様式
平成23年度当初予算　　　支出科目　款：総務費　項：防災費　目：防災総務費
	事業名:自助の実践啓発キャンペーン事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　知事直轄　危機管理部門　危機管理課　危機管理担当　電話番号：058-272-1111(内2415)
E-mail：c11117@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：3,866千円（前年度予算額：4,500千円）
	事業内容


	１　事業の内容


 ・県では今後の人口減少、高齢社会を見据え、災害時の被害を最小限に抑えるため２１年度から１０年間で延べ２００万人の参加を目標に、家具の固定などの自助の取組を実践する、防災啓発キャンペーン「自助実践２００万人運動」を展開している。
・２１年度の重点テーマは「伊勢湾台風５０年」、２２度の重点テーマは「災害時要援護者への支援」とし、高齢者や障がい者、外国人など災害時に被害を受けやすい方々への支援を中心に運動を展開している。

・今年７月に発生した「７．１５豪雨災害」は予測が困難な「短期的・局地的豪雨災害」であり、様々な課題が浮き彫りになったことから、県災害対策本部内に「７．１５豪雨災害検証委員会」を設置し、学識経験者を交え、県として検証を行った。
・この検証により、ハザードマップの住民への周知、避難勧告・避難指示等の住民の理解度向上などの課題が挙げられ、行政が行うべき対策として、これらの一層の普及啓発が指摘された。
・これらのことにより、２３年度の重点テーマは「集中豪雨に係る避難対策」とし、県・市町村・応援団体が一体となって、住民への避難対策（ハザードマップ、避難勧告・避難指示、土砂災害警戒情報等の理解向上、自宅周辺の危険性の把握）について、意識を高めるため実施するものである。
	２　所要経費


（１）自助実践２００万人運動推進会議の開催費用（年３回開催） 236千円   　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（２）自助実践２００万人運動推進大会（講演会）の開催費用  154千円
（３）集中豪雨に係る避難対策啓発用物品の製作等　　2,787千円

（４）地震体験車を活用した圏域リレーキャンペーンの開催費用　　389千円
（５）各種応援団体との連携による運動費用　  90千円
（６）防災運動会（岐阜アソシア主催）の開催費用   160千円
（７）わが家の防災博士コンクール関連費用 　50千円
　
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


Ⅰ 安心して暮らせるふるさと岐阜県づくり

６ 社会資本の安全性が高く、災害への備えが整った地域をつくる

・自助意識を普及させる
	２　これまでの取組状況


・今後の人口減少、高齢社会を見据え、災害時の被害を最小限に抑えるため、２１年度から１０年間で延べ２００万人の参加を目標に、家具の固定などの自助の取組を実践する、防災啓発キャンペーン「自助実践２００万人運動」を展開している。
・２年目となる２２年度は、被害を減らすために最優先に取組む必要がある高齢者や障がい者などの「災害時要援護者への支援」を重点テーマに設定し、更なる運動の展開を図った。
	３　これまでの取組に対する評価


　２１年度の自助実践２００万人運動の参加者は、約３７万人であり、１０年間で延べ２００万人の参加という目標達成に向け、順調なスタートを切ることができた。

　当運動の趣旨に賛同いただき、応援団体として事業に協力をいただいている団体（防災関連団体、ライフライン企業、福祉関連団体等）は、９５団体(平成22年12月1日現在)となり、防災分野に限らず、様々な分野の団体に幅広く協力をいただきながら運動を展開している。

こうした中、平成２１年度の県政世論調査では、災害時の備えをしている人は全体の52.9％であり、平成２０年度の数値(52.8%)をわずかに上回った。
	決定額の考え方


　避難対策啓発用物品の製作については、活用方法、効果を考慮し、数量を精査して所要額を計上します。
	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	4,500
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	4,500

	要求額
	3,866
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	3,866

	決定額
	3,200
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	3,200


